
【補助事業概要の広報資料】 

 

補助事業番号   ２２－１６ 

補助事業名    自転車工業の基礎調査及びデザイン登録等補助事業 

補助事業者名    社団法人自転車協会            

 

自転車産業振興事業の実施概要  

（平成２２年度） 

平成２２年度自転車産業振興事業の一環として、本会が実施した補助事業は、次のと

おりである。 

（単位：千円） 

Nｏ． 事  業  名 補助金 自己負担 合 計 

１． 

２． 

３． 

４． 

５． 

自転車工業の基礎調査補助事業 

自転車デザイン保全登録補助事業 

自転車の安全性向上対策推進補助事業 

廃棄自転車の処理調査補助事業 

自転車安全利用推進 

1,367

1,690

202

381

30,000

1,367 

1,690 

203 

381 

35,952 

2,734

3,380

405

762

65,952

 計 33,640 39,593 73,233

 

１．自転車工業の基礎調査補助事業 

（１）事業の目的 

わが国の自転車工業の実態を把握するとともに、生産、流通等を調査解析し、これら

に関連する資料を収集整備して、自転車の安全施策及び流通対策等に対処することによ

り、自転車工業の安定成長の確立を図り、もって自転車産業の振興に寄与することを目

的とする。 

（２）事業の実施経過 

①事業の内容 

ア．実態調査事業 

自転車、同部品及び付属品製造、輸出入業の実態を把握するため、(社)自転車協

会及び元日本自転車製造卸協同組合連合会に加入する企業を対象に、その労務、生

産、流通及びこれらに関連する事項についての実態調査を行った。 

イ．資料の収集整備 

自転車工業に関連する諸統計資料(生産、出荷、在庫、輸出入等)及び関係資料を

収集整備し、これらの資料を基に｢自転車工業の概観｣を作成頒布した。 

②事業の実施経過 

平成２２年４月１日付にて、（財）ＪＫＡより補助金３８，１６５千円の内定通知を受

け、５月２８日付にて交付申請書を提出、６月３日付にて交付決定通知を受領した。こ

れに伴い平成２３年３月３１日を完了期限とする本事業実施に関する誓約書を、６月２

５日付で（財）ＪＫＡに提出した。 



ア．実態調査 

平成２３年２月４日、第１回自転車工業基礎調査専門委員会を開催し、平成２２

年度の自転車工業の基礎調査及び平成２３年度実態調査票の調査項目及び調査対象

企業と調査票の配付、回収、集計作業の事項について検討を行った。 

イ．資料の収集整備 

自転車工業に関する諸統計資料(経産統計・通関統計)について、平成２３年１月

までの資料を作成し、頒布した。 

自転車に関連する諸統計資料（経産統計、通関統計）について、平成２３年１月

までの資料を収集整備して、生産、出荷、輸出入在庫等を解析し、｢自転車工業の概

観｣（１０月発行）、｢実態調査報告書・集計表｣（１月発行）等の資料を作成し、関

係先に頒布した。 

  自転車工業の基礎調査専門委員会 

  ・第１回自転車工業の基礎調査専門委員会 平成２３年２月４日 於 日本自転車会館 

   1) 平成２２年度自転車の実態調査報告について 

   2) 平成２３年度自転車工業の基礎調査について 

   3) その他について 

●事業の実施効果 

製造輸入事業者の実態調査結果を取りまとめた「自転車工業の基礎調査補助事業報告書」

「自転車工業の実態調査集計表」並びに統計資料を収集整備して取りまとめた「自転車工

業の概観」を、会員、経産省、関係団体に配布、周知することで、業界に関わる様々な実

態を明らかにし、マスコミ、警察を含めた問い合わせに的確に対応したこと等により、自

転車全般に関する理解促進を深めた。 

 

★成果物 

「自転車工業の基礎調査補助事業報告書及び実態調査集計表」、「自転車工業の概観」 

２．自転車デザイン保全登録補助事業 

（１）事業の目的 

近年、自転車のデザイン、新素材等の進歩は著しく次々と新製品が紹介されてきてい

る。自転車のデザインについては意匠法による保護制度が確立されているとはいえ、ラ

イフサイクルが短いため他人による模倣、盗用があとを絶たないのが現状である。当会

においては特許庁と協力して自転車のデザイン保全制度を実施し、学識経験者等による

審査委員会において審査を行った上、意匠登録に先行する業界としてのデザイン保全登

録を行っている。これにより自転車デザインの模倣、盗用を防止して独創的なデザイン

の保護に資することを目的とする。 

（２）事業の実施経過 

①事業の内容 

当会のデザイン保全規定による審査委員会を開催し、デザインの登録申請があった

案件について審査基準に基づく公正な審査を行い、新規性があると認められたものに

ついて保全などの登録を行うとともに、その内容をデザイン保全広報 Nｏ.２００～N

ｏ.２０５に掲載して周知を図った。 



②事業の実施経過 

平成２２年４月１日付にて、（財）ＪＫＡより補助金２，７８７千円の内定通知を受

け、５月２８日付にて交付申請書を提出、６月３日付にて交付決定通知を受領した。

これに伴い平成２３年３月３１日を完了期限とする本事業実施に関する誓約書を、６

月２５日付で（財）ＪＫＡに提出した。 

ア．デザイン保全制度審査専門委員会 

第 173 回デザイン保全制度審査専門委員会 平成 22 年５月 13 日 於 日本自転車会館 

第 174 回デザイン保全制度審査専門委員会 平成 22 年７月８日      〃 

第 175 回デザイン保全制度審査専門委員会 平成 22 年９月９日      〃 

第 176 回デザイン保全制度審査専門委員会 平成 22 年 12 月９日     〃 

第 177 回デザイン保全制度審査専門委員会 平成 23 年２月 10 日     〃 

第 178 回デザイン保全制度審査専門委員会 平成 23 年３月 10 日     〃 

イ．審査状況（上記審査委員会の累計） 

完成車   部品   合計 

保 全 登 録     1     8     9 

類似保全登録    0     0     0 

限 定 登 録     3     6     9 

拒    絶    0      2     2 

合    計    4     16     20 

ウ．登録状況（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

完成車   部品   合計 

保 全 登 録     1     8     9 

類似保全登録    0     0     0 

限 定 登 録     3     6     9 

合    計    4     14    18 

エ．登録申請件数（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

１４件 （完成車 ２件、部品 １２件） 

オ．デザイン保全広報の作成及び頒布 

デザイン保全広報を作成し、会員企業等に頒布した。 

●事業の実施効果 

審査結果を集約した「デザイン保全広報」を４冊作製、配布し、会員、特許庁をはじめ

として、周知を図ることにより、自転車デザインの模倣防止に繋がった。 

★デザイン保全広報（200・201・202/203・204/205） 

３．自転車の安全性向上対策補助事業 

（１）事業の目的 

自転車の事故が増加する状況下で、製品に起因する事故の原因究明を行い、業界と

して安全性のあり方を研究するとともに、環境負荷物質削減への取り組みの研究を行

い、自転車安全基準の整備並びにスポーツ用自転車安全基準についても整備を行うこ

とを目的とする。 

（２）事業の実施経過 



①事業の内容 

ＪＩＳ、ＩＳＯ及び自転車事故内容等に対応し自転車安全基準の見直し及びスポーツ

用自転車安全基準の整備を行った。 

②事業の実施経過 

平成２２年４月１日付にて、（財）ＪＫＡより補助金１，１６５千円の内定通知を受け、

５月２８日付にて交付申請書を提出、６月３日付にて交付決定通知を受領した。これに

伴い平成２３年３月３１日を完了期限とする本事業実施に関する誓約書を、６月２５日

付で（財）ＪＫＡに提出した。 

第１回自転車安全基準専門委員会（平成２２年５月１１日） 

1)「自転車の荷台の強度」（JIS D9453）（JIS D9301）に係る『自転車安全基準』 

の一部変更について 

2)ｽﾎﾟｰﾂ用自転車安全基準の一部改正について【4.6.2.2 ﾌﾞﾚｰｷﾚﾊﾞｰのｸﾞﾘｯﾌﾟ寸法】 

3)ブレーキの制動性能規定について 

4)「幼児座席装着等」（自転車安全基準【4.2 部品】etc.）に係るＢＡＡマーク 

制度≪様式３B≫の一部変更について 

5)その他 

第２回自転車安全基準専門委員会（平成２２年１２月１７日） 

1)幼児座席、リヤキャリヤ及びフレームの相関関係(強度・取付け方等)について 

2)JIS D9413（自転車－にぎり）について 

3)ＢＡＡマーク制度の認定書類の検討について 

4)タイヤとリムの相関関係について 

5)ブレーキの制動性能規定について 

6)その他 

 ・自転車に刻印される車体番号の表示方法に関する要望について 

 ・小径タイヤの折りたたみ自転車の安全性について 

●事業の実施効果 

上述実施内容にのっとり、自転車安全基準並びにスポーツ用自転車安全基準の一部を改正

した。 

同上の内容を記した「自転車安全基準」を作成し、関連事業者はじめ関係団体等広く周知

に努め、安全性向上に努めた。 

★成果物 

「自転車の安全性向上対策補助事業報告書」 

４．廃棄自転車の処理調査補助事業 

（１）事業の目的 

近年、地球環境にやさしい乗り物として、自転車が見直されている｡一方、我が国の

環境問題を考えると、地球温暖化、最終処分場の不足、処分場からの有害物質の発生

など問題が山積している｡今後の環境問題を考えていく上で、自転車業界においても循

環型社会に対して、検討する時期が到来している｡ 

このような状況を踏まえ、本会において、自転車業界における循環型社会（リサイ

クル、リデュース及びリユース）への対応について検討し、今後における自転車産業



の健全な発展に寄与することを目的とする。 

（２）事業の実施経過 

①事業の内容 

資源有効利用促進法により実施している電動アシスト自転車のバッテリー回収につ

いて調査を行い、回収における課題を検討した。 

また、自転車「品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインの見直しについて検討

を行った。 

②事業の実施経過 

平成２２年４月１日付にて、（財）ＪＫＡより補助金９６１千円の内定通知を受け、

５月２８日付にて交付申請書を提出、６月３日付にて交付決定通知を受領した。これ

に伴い平成２３年３月３１日を完了期限とする本事業実施に関する誓約書を、６月５

日付で（財）ＪＫＡに提出した。 

第１回廃棄自転車の処理調査専門委員会（平成２２年９月２９日） 

1)平成２２年度におけるテーマ設定について 

2)その他 

第２回廃棄自転車の処理調査専門委員会（平成２３年３月書面審議） 

1)電池の回収に対する実態のヒアリング結果並びに製造・輸入事業者に対する 

アンケート調査結果の報告 

2)品目別廃棄物処理・リサイクルガイドラインの見直しについて検討 

  ※平成２３年３月１１日発生した東日本大震災により、３月１８日開催予定の 

第２回専門委員会を中止し、書面審議に変更した。 

●事業の実施効果 

「廃棄自転車の処理調査補助事業報告書」を業界外（マスコミ、非会員、一般利用者）に

も広く配布周知することで、自転車業界における循環型社会への対応に寄与することとな

った。 

今回、電動アシスト自転車の不要バッテリーの回収について、直接販売店に対して回収の

実態を調査したことは、今後の不要バッテリー回収の推進向上を検討する上で大変参考と

なった。 

★成果物 

「廃棄自転車の処理調査補助事業報告書」 

５．自転車安全利用推進 

（１）事業の目的 

消費者の安心・安全を第一に考えた自転車安全基準の目印となる「ＢＡＡマーク制

度並びにスポーツ用自転車の安全基準である「ＳＢＡＡマーク制度」について一般消

費者及び販売事業者を対象に広報活動を展開した。 

（２）事業の実施経過 

①事業の内容 

   一般消費者等を対象とした「ＢＡＡ・ＳＢＡＡマーク制度」の広報活動を関係団体 

と連携の上に実施し、自転車の安全かつ適正な利用を推進した。 

  ②事業の実施経過 



   平成２２年４月１日付けにて、(財)ＪＫＡ補助金３０,０００千円の内定通知を受け、 

５月２８日付けにて交付申請書を提出、６月３日付けにて交付決定通知を受領した。 

これに伴い、平成２３年３月３１日を完了期限とする本事業実施に関する誓約書を 

６月２５日付で(財)ＪＫＡに提出した。 

 ＢＡＡ・ＳＢＡＡ広報 

 ・印刷媒体 

   ＢＩＣＹＣＬＥ ＣＬＵＢ（4/20 売り）、ファンライド（4/20 売り）、自転車生活（4/26 

売り）、サイクルスポーツ（4/20 売り） 

 ・電波、ＢＳフジ「自転車専科」毎週土曜日 10：00～10：30（６月末） 

 ・イベント ＣＹＣＬＩＳＨＬＩＦＥ 

    名古屋会場：オアシス 21 ４月２９日 

    東 京 会 場：神宮外苑・絵画館前 ５月１６日 

●事業の実施効果 

上述広報の諸施策を、メーカー、販売事業者の協力を得て実施したことで、消費者へ効率的

にBAA・SBAAマーク制度に対するPRの実施を行い、理解、認知度の促進を図るとともに、交

通ルール、マナーの遵守、メンテナンスの重要性など自転車安全利用を広く周知することが

できた。 

★成果物 

「ＣＹＣＬＩＳＨ ＬＩＦＥ」 

 

６.事業内容についての問い合わせ先 

    団体名       社団法人 自転車協会  （ｼｬﾀﾞﾝﾎｳｼﾞﾝ ｼﾞﾃﾝｼｬｷｮｳｶｲ） 

   住  所       〒107-0052 

          東京都港区赤坂Ⅰ－９－１５ 

    代表者    理事長   島野 喜三（ﾘｼﾞﾁｮｳ ｼﾏﾉﾖｼｿﾞｳ）  

    担当部署   業務部業務課長  土井隆彦 （ｷﾞｮｳﾑｶﾁｮｳ ﾄﾞｲﾀｶﾋｺ） 

    電話番号   ０３－３５８３－０５４５ 

    ＦＡＸ    ０３－３５０５－２２８０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


